
（介７）      

                                                         平成 20 年５月７日 

 

 

都道府県医師会 介護保険担当理事  殿  

 

 

日本医師会常任理事 

                                                          三 上  裕 司 

 

 

 

「「介護給付費請求書等の記載要領について」の一部改正について」通知の送付について 

 

拝啓  時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

平素は介護保険制度運営に関し、格別のご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、今般「介護給付費及び公費負担医療等に関する費用に関する省令」（平成12年厚生省

令第20号）の一部が改正され、平成20年５月１日より施行されますが、それに伴い厚生労働

省は、「介護給付費請求書等の記載要領について」とする通知の一部改正を行い同日より適

用することとなり、都道府県宛に改正通知を発出しております。本会においても当該通知を

入手いたしましたのでご送付いたします。 

つきましては制度の円滑な施行のため、貴会におかれましてもご了知いただき、貴会傘下

の会員の先生方への周知方よろしくご高配のほどお願い申し上げます。 

敬具 

 

記 

 

添付資料 

・「「介護給付費請求書等の記載要領について」の一部改正について」の送付について 

（老老発第 0430002 号 平 20.４.30 厚生労働省老健局老人保健課長通知） 

 

・参考資料 「官報」 （平成20年４月 30日号外第89号）抜粋 

 以上
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老老発第0430002号

平成20年4月30日

社団法人日本医師会会長

　唐澤　祥人　　殿

厚生労働省老健局老人保健課麟1

　　　　　　　　　　　　　逓権謳隔

「「介護給付費請求書等の記載要領について」の一部改正について」

　　　　　　　　　　の送付について

　標記につきましては、別添の通知を平成20年4月30日付けで各都道府県

介護保険主管部（局）長宛て送付しましたので、お知らせいたします。

　つきましては、通知の趣旨をご理解の上、引き続きご協力下さいますようお

願い申し上げます。



老老発第0430001号

平成20年4月30日

各都道府県介護保険主管部（局）長　殿

厚生労働省老健局老人保健課

“
唱
悟

　
　
　
、
ヨ

r介護給付費請求書等の記載要領について」の一部改正について

　「介護給付費及び公費負担医療等に関する費用に関する省令」（平成12年厚生省令第2

0号）の一部が改正され、平成20年5月1日に施行されることに伴い、「介護給付費請求

書等の記載要領について」　（平成13年11月16目老老発第31号）について別紙のと

おり改正し、同日から適用することとしたので、御了知の上、管内市町村（政令指定都市

を含む。）、関係団体、関係機関等にその周知徹底を図るとともに、その運用に遺憾のない

ようにされたい。

、



○介護給付費請求書等の記載要領について（平成13年老老発第31号）　（抄）

改　　正　　後

1　介護給付費請求書に関する事項（様式第一）
（1）　～　（6）　　　　（田各）

（7）公費請求（サービス費用に係る部分）

　　保険請求の介護給付費明細書のうち、公費の請求に関わるものにつ
　　いて公費の法別に、以下に示す項目の集計を行って記載すること（生

　　活保護の単独請求の場合は、居宅サービス・施設サービス・介護予防

　　サービス・地域密着型サービス等及び居宅介護支援・介護予防支援の

　　2つの区分ごとに集計を行って記載すること。）。合計欄のうち斜線

　　のない欄には全ての公費請求の介護給付費明細書に関する集計を記載

　　すること。

　　①件数
　　　それぞれの公費の請求対象となる介護給付費明細書の件数（介護給

　　付費明細書の様式ごとに被保険者等1人分の請求を1件とする。）を

　　記載すること。
　　　ただし、市町村合併等により被保険者等1人につき2箇所の生活保
　　護又は中国残留邦人等公費に係る介言支援給付実施機関へ請求を行う

　場合には、2件と記載すること。
　②　　（略）

　③費用合計
　　介護給付費明細書の保険請求対象単位数（点数）に単位数（点数）

　あたり単価を乗じた結果（小数点以下切り捨て）の合計を記載するこ

　　と。

　　特定診療費、特定治療又は特別療養費については、単位数（点数）

　　あたり10円を乗じた額の合計額を記載すること。

　④　　（略）

（8）　　（略）

2　介護給付費明細書記載に関する事項（様式第二から第十まで）

（1）　　（略）

（2）項目別の記載要領
　　①～⑪　　（略）

　　12　特別療養費（様式第四、第四の二及び第九）

改　　正　　前

1　介護給付費請求書に関する事項（様式第一）
（1）　～　（6）　　　　（田各）

（7）公費請求（サービス費用に係る部分）

　　保険請求の介護給付費明細書のうち、公費の請求に関わるものにっ
　　いて公費の法別に、以下に示す項目の集計を行って記載すること（生

　活保護の単独請求の場合は、居宅サービス・施設サービス・介護予防
　　サービス・地域密着型サービス等及び居宅介護支援・介護予防支援の

　　2つの区分ごとに集計を行って記載すること。）。合計欄のうち斜線の

　　ない欄には全ての公費請求の介護給付費明細書に関する集計を記載す

　　ること。

　　①件数
　　　それぞれの公費の請求対象となる介護給付費明細書の件数（介護給

　　付費明細書の様式ごとに被保険者等1人分の請求を1件とする。）を

　　記載すること。

　　　ただし、市町村合併等により被保険者等1人につき2箇所の生活保

　　護実施機関へ請求を行う場合には、2件と記載すること。

　②　　（略）

　③費用合計
　　介護給付費明細書の保険請求対象単位数（点数）に単位数（点数）

　あたり単価を乗じた結果（小数点以下切り捨て）の合計を記載するこ

　　と。

　　特定診療費や特定治療については、単位数（点数）あたり10円を乗

　　じた額の合計額を記載すること。

　④　　（略）

（8）　　（略）

2　介護給付費明細書記載に関する事項（様式第二から第十まで）

（1）　　（略）

（2）項目別の記載要領

　①～⑪　　（略）
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ア　傷病名
特別療養　として定められている指導筥理等を行った場合、そ

の主な原因となった傷病名を記載すること

ただし、r感染対策指導管理」及びr褥瘡対策指導管理」のみ

の場合には、記載は不要であること

イ　識別番号
特別療養費の項目に対応する識別コード（2桁）を特別療養費

識別一と（別表4）で確認して記載すること

ウ　内容
特別療養　の内容を識別するための名称として特別療養費識別

一と i別表4）の名称を記　すること

工　単位数
特別療養，の項目に対応する1回又は1日あたりの介護給付費

オ　回数
サービスの提供回数（期間ごとに給付　を算定するサービスに

ついては　定回数）又は提供日数を記載すること

響」‘こ「オ回数」を乗じて算出した単位数を記載

匹キ　公費回数
「オ　回数　のうち、公費負担の対象となる回数又は日数を記

載すること（月の途中で公費受給資格に変更があった場合は、対

象となった期間に対応する回数又は日数を記載すること）

讐。こ「キ公費回数を乗じて算出した単立数を

記載すること

ケ　摘要
特別療養費の項目に対応して特別療養費識別一　　（別表4）に

したがって所定の内容を記載すること

コ　合計
保険分単立数、公費分単立数についてそれぞれの行の合計を合

　　計欄に記載すること
13～⑮　　（略）

⑯請求額集計欄（様式第三、第三の二、第四、第四の二、第五、第
鶏欄（様式第三、第三の二、第四、第四の二、第五、第
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　　五の二、第六の五及び第六の六の⑰、⑱以外の部分）
　　　様式第三から第五の二、第六の五及び第六の六までの特定診療費、

　　緊急時施設療養費及び特別療養費以外の請求額集計欄は以下の方法

　　により記載すること。（※表は別記）
　⑰請求額集計欄（様式第六、第六の二、第八、第九及び第十の⑰、

　　⑱以外の部分）
　　　様式第六、第六の二及び第八から第十までの特定診療費、緊急時

　　施設療養費及び特別療養費以外の請求額集計欄は以下の方法により

　　記載すること。（※表は別記）

　⑱請求額集計欄（緊急時施設療養費一）
　一　様式第四、第四の二及び第九の請求集計欄における緊急時施設療

　　　養費及び特別療養費部分は以下の方法により記載すること。「項目」

　　　における（）内は様式第四及び第四の二における項目名。（※表

　　　1ま男1」言己）

　　⑲～⑳　　（略）

3　給付管理票に関する事項（様式第十一）　　（略）

4　公費の介護給付費明細書に関する事項
（1）公費の請求が必要な場合における請求明細記載方法の概要

　　①　　（略）

　　②　2種類以上の公費負担医療の適用がある場合は適用の優先順（別

　　　表2を参照）に1枚目の介護給付費明細書から順次公費負担医療の
　　　請求計算を行うこと。さらに、生活保護又は中国残留邦人等公費に

　　　讐篶欝讐鰐鞭蘇鷺議あ櫟論
　　　細書で生活保護又は中・残留邦人等公費に係る介言支援給付の請求

額を計算すること。この場合、介護給付費明細書は3枚以上になる

場合があること。
　なお、ここでいう公費負担医療には生活保護法の介護扶助、r被

爆体験者精神影響等調査研究事業の実施について」（平成14年4月
1日健発第0401007号）、「水俣病総合対策費の国庫補助について」

（平成4年4月30目環保業発第227号環境事務次官通知）、「メチル水

銀の健康影響に係る調査研究事業について」（平成17年5月24目環

保企発第050524001号環境事務次官通知）、「茨城県神栖町における

有機ヒ素化合物による環境汚染及び健康被害に係る緊急措置事業要

　五の二、鍵穴の五及び第六の六の⑰、⑱以外の部分）

　　様式第三、♪ら第五の二、第六の五及び第六の六までの特定診療費、

　緊急時施設療養費以外の請求額集計欄は以下の方法により記載する

　こと。（※表は別記）

⑯　請求額集計欄（様式第六、第六の二、第八、第九及び第十の⑰、

　⑱以外の部分）

　　様式第六、第六の二及び第八から第十までの特定診療費、緊急時

　施設療養費以外の請求額集計欄は以下の方法により記載すること。

　（※表は別記）

⑫　請求額集計欄（緊急時施設療養費）

　　様式第四、第四の二及び第九の請求集計欄における緊急時施設療

　養費部分は以下の方法により記載すること。「項目」における（）

　内は様式第四及び第四の二における項目名。（※表は別記）

　・⑱～⑳　（略）

3　給付管理票に関する事項（様式第十一）　　（略）

4　公費の介護給付費明細書に関する事項
（1）公費の請求が必要な場合における請求明細記載方法の概要

　　①　　（略）

　　②2種類以上の公費負担医療の適用がある場合は適用の優先順（別
　　　表2を参照）に1枚目の介護給付費明細書から順次公費負担医療の

　　　請求計算を行うこと。さらに、生活保護の適用（様式第二で医療系

　　　サービスと福祉系サービスをあわせて請求する場合など）があれば、

　　　最後の介護給付費明細書で生活保護の請求額を計算すること。この

　　　場合、介護給付費明細書は3枚以上になる場合があること。　　な
．お、ここでいう公費負担医療には生活保護法の介護扶助、「被爆体

　験者精神影響等調査研究事業の実施について」（平成14年4月1目
　健発第0401007号）、「水俣病総合対策費の国庫補助について」（平成

　4年4月30目環保業発第227号環境事務次官通知）、「メチル水銀の健

　康影響に係る調査研究事業について」（平成17年5月24目環保企発第

　050524001号環境事務次官通知〉、「茨城県神栖町における有機ヒ素

　化合物による環境汚染及び健康被害に係る緊急措置事業要綱につい
　て」（平成15年6月6目環保企発第030606004号環境事務次官通知）、

　「原爆被爆者の訪問介護利用者負担に対する助成事業について」（平

4
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　　綱について」（平成15年6月6目環保企発第030606004号環境事務次

　　官通知）、「原爆被爆者の訪問介護利用者負担に対する助成事業に

　　ついて」（平成12年3月17目健医発第475号厚生省保健医療局長通

　　知）による介護の給付、「原爆被爆者の介護保険等利用者負担に対

　　する助成事業について」（平成12年3月17目健医発第476号厚生省

　　保健医療局長通知）による介護の給付並びに特別対策（低所得者利

　　用者負担対策）としての「障害者ホームヘルプサービス利用者に対

　　する支援措置」も含むものとすること。

（2）　　（略）

（表）

2（1）③ （内容変更有）

2 （2） 1 （内容変更有）

2 （2） 16 （内容変更有）

2 （2） 17 （内容変更有）

（内容変更有）

』
｝

別表1
別表4 （新）

（2）

成12年3．月17目健医発第475号厚生省保健医療局長通知）による介

護の給付、「原爆被爆者の介護保険等利用者負担に対する助成事業

について」（平成12年3月17目健医発第476号厚生省保健医療局長通

知）による介護の給付並びに特別対策（低所得者利用者負担対策）

としての「障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支援措置」

も含むものとすること。

（略）

（表）’

2（1）③
2（2）⑮
2（2）⑯

幽別表1
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2　介護給付費明細書記載に関する事項（様式第二から様式第十まで）

（1）共通事項
　　③介護給付費明細書様式ごとの要記載内容

社
会
福
祉
法
人
に
よ
る
軽
減
欄

○

○

○

○

○

特
定
入
所
者
介
護
（
予
防
）
サ
ー
ビ
ス
費
等

○

○

○

○

○

○

O
○

O

請
求
額
集
計
欄

○

○

O
○

○

請
求
額
集
計
欄
（
限
度
額
管
理
欄
等
を
含
む
）

○

○

O
○

○

O
○

○

○

○

○

O

謝

Ω

Ω

Ω

特
定
診
療
費

○

○

O

緊
急
時
施
設
療
養
費

○

○

○

給
付
費
明
細
欄

O
○

○

○

O
○

○

○

○

O
○

○

O
O
塑

魂

○

○

○

入
退
所
（
居
）
日
等
（
介
護
保
険
施
設
等
分
）

○

○

○

○

○

○

O

入
退
所
日
（
居
）
等
（
短
期
入
所
（
利
用
）
分
）

○

○

○

○

○

○

○

O

開
始
日
・
中
止
日
等

○

O

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
計
画

○

○

○

O

○

居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画

○

○

○

○

○

請
求
事
業
者

○

○

○

○

○

O
○

○

○

○

○

○

○

○

刈

紹

○

○

O

被
保
険
者
欄

O
O
O
○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

O
○

○

O
O

保
険
者
番
号

○

○

○

○

○

○

○

○

○

O
○

O
O
○

○

○

O
○

○

公
費
負
担
者
・
受
給
者
番
号

○

○

○

○

○

○

○

○

O
○

O
O
O
○

○

○

O
O
O

サ
ー
ビ
ス
提
供
年
月

○

○

○

○

○

○

○

O
○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

式
様

二
第
式
様

二
の
二
第
式
様

三
第
式
様

二
の
三
第
式
様

四
第
式
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刈は居宅介護支援事業者欄

＊2は請求計算欄
砲は介護予防支援事業者欄

（地域包括支援センター）



2　介護給付費明細書記載に関する事項（様式第二から様式第十まで）

（2）項目別の記載要領
　　⑮請求額集計欄（様式第三、第三の二、第四、第四の二、第五、第五の二、第六の五及び第六の六の

　　　⑰、⑱以外の部分）
　　　様式第三から第五の二、第六の五及び第六の六までの特定診療費、緊急時施設療養費及曲養費以外の

　　　請求額集計欄は以下の方法により記載すること。

項目 保険分 公費分

①計画単位数 居宅介護支援事業者または介護予防支援
事業者または被保険者が作成したサービス
提供票の別表に記載された、当該月中に当
該事業所から提供する当該サービス種類に
おける区分支給限度基準内単位数を記載す
ること。

②限度額管理対象単位数 給付費明細欄のサービス単位数のうち、
支給限度額管理対象部分（緊急時治療管理
を除く。）のサービス単位数を合計して記
載すること。

③限度額管理対象外単位数 　給付費明細欄のサービス単位数のうち、
x給限度額管理対象外（緊急時治療管理）
のサービス単位数を合計して記載するこ
ﾆ。

宿
磁
輯
単
位
数
一 ①計画単位数と②限度額管理対象単位数

ﾌいずれか低いほうの単位数に③限度額管

　当該サービス種類の公費対象単位数の合
vと④給付単位数（保険分）のいずれか低

理対象外単位数を加えた単位数を記載する い方の単位数を記載すること。

こと。

⑤単位数単価 事業所所在地における当該サービス種類
の単位数あたり単価を記載すること。

⑥給付率 介護給付費の基準額のうち保険給付を行
､率を百分率で記載すること。

　公費負担の給付を行う率を百分率で記載

ｷること。

⑦請求額 　④給付単位数（保険分）に⑤単位数単価
�謔ｶた結果（小数点以下切り捨て）に⑥
虚t率（保険分）を乗じた結果の金額（小
箔_以下切り捨て）を記載すること。

　④給付単位数（公費分）に⑤単位数単価
�謔ｶた結果（小数点以下切り捨て）に、
Xに⑥給付率（公費分）から⑥給付率（保
ｯ分）を差し引いた率を乗じた結果（小数
_以下切り捨て）から、⑧利用者負担額
（公費分）を差し引いた残りの額を記載す

ること。

公費の給付率が100／100で、保険分と公
費分の④給付単位数が等しい時は、④給付
単位数に⑤単位数単価を乗じた結果（小数
点以下切り捨て）から、⑦請求額（保険
分）と⑧利用者負担額（公費分）を差し引
し、た残りの額を記載すること。

⑧利用者負担額 ④給付単位数（保険分）に⑤単位数単価
�謔ｶた結果（小数点以下切り捨て）か

　公費負担医療、または介護扶助で本人負
S額がある場合に、その額を記載するこ

ら、⑦請求額（保険分、公費分）と⑧利用 と。

者負担額（公費分）を差し引いた残りの額
を記載すること。



2　介護給付費明細書記載に関する事項（様式第二から様式第十まで）

（2）項目別の記載要領

⑯灘築灘難儀輪蒲全ま筆灘灘鷲灘懸盤盤豊以外の
　　　請求額集計欄は以下の方法により記載すること。

項目 保険分 公費分

①単位数合計 　給付費明細欄のサービス単位数の合計を

L載すること。

　給付費明細欄の公費対象サービス単位数

ﾌ合計を記載すること。

②単位数単価 　事業所所在地における当該サービス種類
ﾌ単位数あたり単価を記載すること。

③給付率 　介護給付費の基準額のうち保険給付を行
､率を百分率で記載すること。

　公費負担の給付を行う率を百分率で記載

ｷること。

④請求額 　①単位数合計（保険分）に②単位数単価
�謔ｶた結果（小数点以下切り捨て）に③
虚t率（保険分）を乗じた結果の金額（小
箔_以下切り捨て）を記載すること。

　①単位数合計（公費分）に②単位数単価
�謔ｶた結果（小数点以下切り捨て）に、
Xに③給付率（公費分）から③給付率（保
ｯ分）を差し引いた率を乗じた結果（小数
_以下切り捨て）から、⑤利用者負担額
i公費分）を差し引いた残りの額を記載す

驍ｱと。

@公費の給付率が100／100で、保険分と公
�ｪの①単位数合計が等しい時は、①単位
剥㈹vに②単位数単価を乗じた結果（小数
_以下切り捨て）から、④請求額（保険
ｪ）と⑤利用者負担額（公費分）を差し引
｢た残りの額を記載すること。

⑤利用者負担額 　①単位数合計（保険分）に②単位数単価
�謔ｶた結果（小数点以下切り捨て）か
轣A④請求額（保険分、公費分）と⑤利用
ﾒ負担額（公費分）を差し引いた残りの額
�L載すること。

　公費負担医療、または介護扶助で本人負
S額がある場合に、その額を記載するこ
ﾆ。



2　介護給付費明細書記載に関する事項（様式第二から様式第十まで）

（2）項目別の記載要領
　⑰請求額集計欄（緊急時施設療養費遊別．療．養費）
　　様式第四、第四の二及び第九の請求集計欄における緊急時施設療養費＿盟塵養登部分は以下の方法により

　　　記載すること。
　　　「項目」における（　）内は様式第四及び第四の二における項目名。

保険分特定治療二型療養費 公費分特定治療二生別療養費
項目

①点数二望立数合計 緊急時施設療養費における特定治療の保 緊急時施設療養費における特定治療のう

険分点数合計（緊急時治療管理の単位数は
ちの公費分点数　l　　l一　　のハー

（④給付点数一二単位数）

除く。）　は、1　　　の ウ　ム 位数合計を記載すること（緊急時施設療

社を記載すること。 養、盟療養途中で公費適用の異動がない

百　　に　　　　謁　　　に’1 古 限り保険分と同じ。）。

ぬ’　　　1　　　の　　の　一ビス 日 。　に　　、抽　　に’1　古
一日Aに1　　　　　言噛　　に ’i こム・　　、小　　　の　　の　一ビス　　日

古こム・の　　　　占　ム曇 出　　竺 た日ムに1　　　　　　言’　　　に’1

王の　肯　ま、　　　に　　1’ の 古仏噛のハ　　占　ム言　　　　出　竺

亡　ム昔　　　一一　　　量 こ の　寸　　　、　　　に、1　　　のハ

一
古　ム量　　　噛た結　　言　　　　こ

一

オ1点数一」皇位数単価 10円／点．」皇位固定 10円／点二望立固定

（⑤点数二並立数単価）

③給付率
i⑥給付率）

介護給付費の基準額のうち保険給付を行
､率を百分率で記載すること。

　公費負担の給付を行う率を百分率で記載

ｷること。

④請求額 ①点数二単位数合計（保険分） に②点 ①点数二皇位数合計（公費分）に②点

数二型立数単価を乗じた結果に③給付率 数二単位数単価を乗じた結果に、更に③給
（⑦請求額）

（保険分）を乗じた結果の金額（小数点以

ｺ切り捨て）を記載すること。

付率（公費分）から③給付率（保険分）を
ｷし引いた率を乗じた結果（小数点以下切
闔ﾌて）から、⑤利用者負担額（公費分）
�ｷし引いた残りの額を記載すること。
@公費の給付率が100／100で、保険分と公
�ｪの①点数二単位数合計が等しい時は、
①点数二望立数合計に②点数二剴立数単価
を乗じた結果から、④請求額（保険分）と
D利用者負担額（公費分）を差し引いた残

⑤利用者負担額 ①点数二一単位数合計（保険分） に②点 公費負担医療、又は介護扶助で本人負担

（⑧利用者負担額） 数二皇位数単価を乗じた結果から、 ④請求 額がある場合に、その額を記載すること。

額（保険分、公費分）と⑤利用者負担額
i公費分）を差し弓1いた残りの額を記載す

驍ｱと。



（別表1）

摘要欄記載事項

サービス種類
サービス内容
i算定項目）

摘要記載事項 備　　考

サテライト事業所からのサー 「サテライト」の略称として英字2文字を記

ビス提供（訪問介護・訪問看 載すること。

護・通所介護・ 介護予防訪問 例　S・丁

介護・介護予防訪問看護・介
護予防通所介護 ・夜間対応型

訪問介護・認知症対応型通所
介護・小規模多機能型居宅介
曇荏ロス　　・

介護予防認知症対応型通
所介護・介護予防小規模多機
能型居宅介護）

訪問介護 身体介護4時 計画上の所要時間を分単位で記載すること。 身体介護4時間以上に
間以上の場合 例　260分 ついては、1回あたりの

単位を省略することも可。 点数の根拠を所要時間に

例　260 て示すこと。

訪問看護 ターミナルケ 対象者が死亡した日を記載すること。

ア加算を算定 なお、訪問看護を月の末日に開始しターミナ

する場合 ルケアを行い、その翌日に対象者が死亡した場
合は、死亡した年月日を記載すること。

例　20030501
（死亡日が2003年5月1日の場合）

訪問リハビリ 短期集中リハ 病院若しくは診療所または介護保険施設から

テーション、 ビリテーショ 退院・退所した年月日又は要介護・要支援認定

介護予防訪問 ン実施加算を を受けた日を記載すること。
」．』．ビリテー 算定する場合 例　20060501
ション （退院（所）日が2006年5月1日の場合）

居宅療養管理 算定回数に応じて居宅訪問日等を記載するこ

指導、介護予 と（訪問日等が複数あるときはr、」で区切
防居宅療養管 る）。

理指導 例　6、20日
単位を省略することも可。

例　6、20

通所リハビリ 短期集中リハ 病院若しくは診療所または介護保険施設から

テーション ビリテーショ 退院・退所した年月日又は要介護認定を受けた
ン実施加算を 日を記載すること。

算定する場合 例　20060501
（退院（所）日が2006年5月1日の場合）

福祉用具貸 福祉用具貸与 別記を参照

与、介護予防 特別地域加算 特別地域加算を算定する場合福祉用具貸与を
福祉用具貸与

を
算
定
す
る
場
ム 開始した日付を記載すること。

口

例　6日
単位を省略することも可。

瘁@6
短期入所生活 多床室のサー 適用理由の番号を摘要欄に左詰めで記載する 一月内で複数の滞在理

介護、介護予 ビスコードの こと。 由に該当する場合は、最

防短期入所生 適用理由 1　多床室入所 初の滞在理由を記載する

活介護 ‘」L仁　　　　一　　　　＿ こと。

3　感染症等により医師が必要と判断した
同時に複数の理由（例

ｦば感染症等による入所
従来型個室への入所者 で居住面積が一定以下）

4　居住面積が一定以下 に該当する場合は、最も

5　著しい精神症状等により医師が必要と 小さい番号を記載するこ

判断した従来型個室への入所者
と。

短期入所療養 多床室のサー 適用理由の番号を摘要欄に左詰めで記載する 一月内で複数の滞在理

介護、介護予 ビスコードの こと。 由に該当する場合は、最

防短期入所療 適用理由 1　多床室入所 初の滞在理由を記載する

養介護 ル　　　　　＿　　　　　　　　　」土 こと。

3　感染症等により医師が必要と判断した
同時に複数の理由（例

ｦば感染症等による入所
従来型個室への入所者 で居住面積が一定以下）

4　居住面積が一定以下 に該当する場合は、最も

5　著しい精神症状等により医師が必要と 小さい番号を記載するこ

判断した従来型個室への入所者
と。



特定施設入居 外部サービス 別記を参照
者生活介護、 利用型におけ
介護予防特定 る福祉用具貸

施設入居者生 与、介護予防

活介護 福祉用具貸与

介護福祉施設 退所前後訪問 家庭等への訪問日を記載すること。

サービス、地 相談援助加算

域密着型介護 例　20日

老人福祉施設 単位を省略することも可。

サービス 例　20

多床室のサー

rスコードの

　適用理由の番号を摘要欄に左詰めで記載する

ｱと。

一月内で複数の滞在理
Rに該当する場合は、最

適用理由 1　多床室入所 初の滞在理由を記載する

2　制度改正前入所による経過措置

R　感染症等により医師が必要と判断した

こと。

ｯ時に複数の理由（例
ｦば感染症等による入所

従来型個室への入所者（30日以内の者） で居住面積が一定以下）

4　居住面積が一定以下 に該当する場合は、最も

5　著しい精神症状等により医師が必要と 小さい番号を記載するこ

判断した従来型個室への入所者
と。

看取り介護加 対象者が死亡した日を記載すること。

算 例　20060501
（死亡日が2006年5月1日の場合）

介護保健施設 退所前後訪問 家庭等への訪問日を記載すること。

サービス 指導加算 例　20日
単位を省略することも可。

例　20

老人訪問看護 訪問看護指示書の交付日を記載すること。

指示加算 例　20日
単位を省略することも可。

例　20

多床室のサー
rスコードの

　適用理由の番号を摘要欄に左詰めで記載する

ｱと。

　一月内で複数の滞在理
Rに該当する場合は、最

適用理由 1　多床室入所 初の滞在理由を記載する

2　制度改正前入所による経過措置

R　感染症等により医師が必要と判断した

こと。

ｯ時に複数の理由（例
ｦば感染症等による入所

従来型個室への入所者（30日以内の者） で居住面積が一定以下）

4二居住面積が一定以下 に該当する場合は、最も

5　著しい精神症状等により医師が必要と 小さい番号を記載するこ

判断した従来型個室への入所者
と。

短期集中リハ 当該施設に入所した日を記載すること。

ビリテーショ 例　20060501
ン実施加算、 （入所日が2006年5月1日の場合）

認知症短期集
中りハビリ
テーション実
施加算を算定
する場合

塞坦
、　　が　　　　一　　量　　　　こ

塑 亡　が2008　5　1　の　ム

介護療養施設 他科受診時費 他科受診を行った日を記載すること（複数日

サービス 用 行われたときは「、」で区切る）。

例　6、20日
単位を省略することも可。

例　6、20

退院前後訪問 家庭等への訪問日を記載すること。

指導加算 例　20日
単位を省略することも可。

例　20

老人訪問看護 訪問看護指示書の交付日を記載すること。

指示加算 例　20日
単位を省略することも可。

例　20

多床室のサー

rスコードの

　適用理由の番号を摘要欄に左詰めで記載する
ｱと。

　一月内で複数の滞在理
Rに該当する場合は、最

適用理由 1　多床室入所 初の滞在理由を記載する

2　制度改正前入所による経過措置

R　感染症等により医師が必要と判断した

こと。

ｯ時に複数の理由（例
ｦば感染症等による入所

従来型個室への入所者（30日以内の者） で居住面積が一定以下）

4　居住面積が一定以下 に該当する場合は、最も

5　著しい精神症状等により医師が必要と 小さい番号を記載するこ

判断した従来型個室への入所者
と。



小規模多機能
^居宅介護、

諟�¥防小規
ﾍ多機能型居
詹諟

小規模多機能

^居宅介護
�A介護予防
ｬ規模多機能
^居宅介護費
i初期加算を

怩ｭ）

　通所、訪問、宿泊のサービスを提供した日数
�A二桁の数字で続けて記載すること。

@例　100302
@（通所サービスを10日、訪問サービスを3
冝A宿泊サービスを2日提供した場合）

@例　150000
@（通所サービスを15日提供し、訪問サービ
X・宿泊サービスを提供しなかった場合）

同日内に複数のサービス

��氓ｵた場合において
焉Aそれぞれのサービス
ﾅ日数を集計し、記載す
驍ｱと。　（例えば通所と

K問のサービスを同日に
�氓ｵた場合、通所と訪
竄ﾌそれぞれで1日とし
ﾄ記載すること。）

介護給付費の割引 割引の率を％の記号をつけて記載すること。

瘁@5％
唐�ﾈ略することも可。

瘁@5

務数響糀課讐鎗犠旨所囎驕島磁購編灘難醜食）



（別表4）
特別療養費識別一覧

名称
識別

ﾔ号
摘要欄記載事項、算定条件その他

感染対策指導管理 01 1日につき算定

褥瘡管理 34 1日につき算定

初期入所診療管理 05 入所中1回（又は2回）算定

重度療養管理
摘要欄に入所者の状態（イからハまで）を記載すること。なお、

ﾉ該当する場合は主たる状態のみを記載すること。

@例　ハ

複数の状態

患者の状態 記号

イ　　常時頻回の喀痰吸引を実施している状態 イ

35
口　人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な合併症を有する

@状態
口

ハ　　膀胱又は直腸の機能障害の程度が身体障害者福祉法施行
@規則別表第5号に掲げる身体障害者障害程度等級表の4級
@以上に該当し、かつ、ストーマの処置を実施している状態

ノ
》

1日につき　定

定　古態理 02 1 日につき　定

定　設悲理同室加 03

定施舌臨理2人音　加 04

重症皮　潰　哲理　’首 06 1日につき　定

薬剤管理指導

09

摘要欄に算定日を記載すること。
@例　6日、20日　単位を省略することも可。

@　　6、20
月4回を尺度として算定

棚1歴情理ヒ～加 10 1回につき　定
一謎卸薩　　日　　　　　ノ、 11

リハビリテーションb措笛理 53 1 日につき算定

量瓢　覚　法 39 （20分以上実施を火牛とする）につき（1日3回を艮度）　定

言語聴覚療法リハビリ体制強化

ﾁ算
50

言語聴覚療法1回につき算定

言語聴覚療法（減算）
47

利用を開始又は入所した日から起算して4月を超えた期間において、
o療法が月10回を超えた場合に、11回目以降に算定

言語聴

食機能　法 31 1日につき（月4回を艮度）　定

’　こ作　’法 32 1日につき　定

認知症　人入所目　’法 33 1 週間につき算定
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目

次

〔
省

令
〕

O
食
品
衛
生
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

　
る
省
令
（
厚
生
労
働
一
〇
三
）

O
介
護
給
付
費
及
び
公
費
負
担
医
療
等
に
関

　
す
る
費
用
の
請
求
に
関
す
る
省
令
の
一
部

　
を
改
正
す
る
省
令
（
同
一
〇
四
）

〔
告

示
〕

O
銀
行
代
理
業
者
に
係
る
銀
行
代
理
業
の
許

　
可
が
そ
の
効
力
を
失
っ
た
件

　
（
金
融
庁
三
四
）

O
信
用
金
庫
代
理
業
者
に
係
る
信
用
金
庫
代

　
理
業
の
許
可
が
そ
の
効
力
を
失
っ
た
件

　
（
同
三
五
）

O
労
働
金
庫
代
理
業
者
に
係
る
労
働
金
庫
代

　
理
業
の
許
可
が
そ
の
効
力
を
失
っ
た
件

　
（
金
融
庁
・
厚
生
労
働
一
）

O
食
品
、
添
加
物
等
の
規
格
基
準
の
一
部
を

　
改
正
す
る
件
（
厚
生
労
働
一
一
九
六
）

五

O

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

〔
褒

賞
〕

〔
官
庁
報
告
〕

　
　
　
　
国
家
試
験

海
上
物
流
の
基
盤
強
化
の
た
め
の
港
湾
法
等

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
］
部
の
施
行
に

伴
う
関
係
政
令
の
整
備
等
に
関
す
る
政
令
附

則
第
二
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
水
先
人
試

験
の
施
行
（
国
土
交
通
省
）

水
先
人
試
験
の
施
行
（
同
）

〔
公

告
〕

諸
事
項
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庁
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恵
関
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、
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設
業
の
許
可
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処
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事
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判
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公
告

　
関
係
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判
所

　
破
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責
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再
生
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係

特
殊
法
人
等

　
独
立
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政
法
人
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学
入
試
セ
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タ
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試
験

　
問
題
作
成
者
、
独
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政
法
人
土
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研
究
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年
度
業
務
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に
関
す
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計
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期
計
画
の
変
更
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役
員
の
任
命
、

　
独
立
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政
法
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市
再
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機
構
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私

　
立
学
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振
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・
共
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事
業
団
（
共
済
規

　
程
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運
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変
更
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士
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消
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の
紛
争
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決
手
続
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理
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務

　
の
付
記
、
特
定
計
量
器
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承
認
、
企
業

　
年
金
基
金
設
立
関
係

〉
一五一二

Zノk　七八
四
九

5
一

地
方
公
共
団
体

　
行
旅
死
亡
人
関
係

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

○

6
四

δ
五≡

…
省

令

0
厚
生
労
働
省
令
第
百
三
号

　
食
品
衛
生
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
百
三
十
三
号
）

第
十
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
食
品
衛
生
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

　
平
成
二
十
年
四
月
三
十
目

　
　
　
　
　
　
　
　
厚
生
労
働
大
臣
　
舛
添
　
要
一

　
　
食
品
衛
生
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

　
食
品
衛
生
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
三
年
厚
生
省
令
第

二
十
三
号
）
の
一
部
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よ
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に
改
正
す
る
。

　
別
表
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中
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と
し
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を
加
え
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。
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十
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ベ
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ト
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〇
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ベ
ー
ト
六
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百
十
六
　
ポ
リ
ソ
ル
ベ
ー
ト
六
五
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百
十
七
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リ
ソ
ル
ベ
ー
ト
八
O

　
別
表
第
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中
第
三
百
十
号
を
第
三
百
十
二
号
と
し
、
第

百
八
号
か
ら
第
三
百
九
号
ま
で
を
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号
ず
つ
繰
り
下
げ
、

第
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七
号
を
第
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八
号
と
し
、
同
号
の
次
に
次
の
一
号
を

加
え
る
。
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九
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イ
酸
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ム
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表
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中
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と
し
、
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号
か

ら
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え
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。
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す
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介
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用
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に
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令
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令
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十
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の
一
部
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次
の
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う
に
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正
す
る
。



平成20年4月30目　水曜日 官 報 （号外第89号） 2
様式第四（附則第二条関係）

　居宅サービス介護給付費明細書
（介護老人保健施設における短期入所療養介護）

公費負担者番号
i
…

1
｝
i

…
…
｛

…
｝ 平成 モ

…
年

！
i

月分

公費受給者番号
寺

…
！
｝

i
｝
…

…
｛

き 保険者番号
ヨ

i …　il　　l

被保険者 …
｛ ｛

i

｝
｝

｝
…
｝ …

…
芒

事業所　口
～

｝

i
i 　　i堰c　　1

（刀ガナ）
事業所

氏名

名称

被
諸 〒

一

保 1朋治 2．大正 3，昭和
求
事

険
者

生年月 日

E
I

年

｛
！
臣

月
『
し
｝

日

性
別 1．男 2．女 業

者
所在地

要介護

状態区分
経過的要介護・要介護1・2・3・4・5

認定有勧 ”成 葦
… 年 ｛ 月 1 日 から

期間 ’成 年 ｛
1
；

月 し 日 まで
連絡先 電話番号

居宅
1居宅介護支援事菜者作成 2．被保険者臼己作成 入所年月日 ’成 年

｝

月 ｛ 日

サービス 事業所番号
｛ i

…
i

… 悪

i 退所年月日 ’成 年 量
…

月 … 日

計画 事業所名称 短期入所 実日数 1

サービス内容 サービスコード 単位数
回数

﨎 サービス単位数
公費分

�箔
公費対象単位数 摘要

給
付

｝
1

i ｛
｝ 1 i …

｝ 1
1

… i
…

… 1
｝

｝
i

…

費 ｛ ｛ … … き
1

キ …
季

｝ き …
｛

…
善 … l　i 芒

｛
｛
1

明
細

｝
i …

1
… 1

1

…
！ ｝

｛
哩 … i

｛

l　i ｛
｛

…

欄 ｝
1

」
1

｛ … 華 ｛
1

i … ｝ i 1垂 ｝

合計 1
： i

i

i
…

　！1　　1
1
圭

‡

緊急時

摯a名

①
②
③

緊急時治療

J始年月 日

①平成

A平成
B平成 I

i

年
年
年

1
｛
｛
一

月
月
月

1
1
｝
｝
1

日
日
日緊

急 緊急時治療管理 （再掲） 単位 単位×
｛
1 日

時 獅ピ野一ション 点 摘要
・
施
設

処量 点

療
特
定 手術 点

養
費 治

鱒 点
療

放射線治療 点
A量↓ロロ1

点

往診日数 オ
1
｛

医療
通院日数 i

医療

傷病名
特
別 餓別番号 内容 単位数 回数 保険分単位数 公費回数 公費分単位数 嫡要

，
療
養

～
i

｝ … マ
‡

費 1
1

1 ｝ ！1
合計 ！ ｝ 1 1

｝

区分 保険分 公費分 保険分特定治療・特別療養費 公費分特定治療・特別療養費

1計画単位数 …

請
限度額管理対象単位数 ｝ 蚤

求 ③限度額管理対象外単位数 i ｛
額
集 4給付点数・単位数 1 1

1

オ ｝ ｛ …
計 ⑤点数・単位数単価 ｝

1

1

円／単位 10円／点・単位 10円／点・単位
桐

⑥給付率 i
！

／100 … I
t

／100 ∫
i

／100 ／10C

⑦請求額 （円） … i
i
I

｛ 1 1

⑧利用者負担額 （円） ｝ ｛ ｛ … 8
モ

… 」
1

1 ｝ i
i

… 1 i

サーどス内客 サービスコード 費用攣価（F） 負担限度額 日数 費用額（円） 保険分 公費日致 公費分 利用宥食担額

介
ヨ
i

1 … ｛ … ｛ 虚
…

｝ 口 ｛ ｝
1 … i　i ［

1
サ
1

… ξ
F

… ヨ
i

！
i 1

1

… … 奎 … 1 1

口 目 ］

ビ
ス

合計 …
1

i　l
｛
， i

’ I　i
費

保険分 f
｛

∫

4
｛

l
　
l 公費分 ㌧費分本人負抵月額

請求額（円）
｛
1

墨
｛

l
　
l
｛

講求額

枚中 枚目

様
式
第
四
を
次
の
よ
う
に
改
め
る



3 平成20年4月30目　水曜日 官 報 （号外第89号）

様式第四の二（附則第二条関係）

　　介護予防サービス介護給付費明細書
（介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護）

公費負担者番号
｝ i

1
｝
2

…
｛

1
！
1
！

平成 ｛ 年 ｝
i

月分

｝ ｝ ｛

公費受給者番号 ｝ 重
1
…

｛
｝

…
i 保険者番号 ｝

」

【

口

被保険者 …
1
ξ

｝
…

1
｛
ヨ

…
；
1

｛
…
主

…
！ ｛

i
｝

i

事業所　口

…
1

｛
モ
き

｛
…

l
　
l
i

（刀ガナ）
事業所

氏名
名称

被
請 〒

一

保 1．明治 2．大正 3．昭和 求
事

険
者

生年月 日 ｝
1
，

年 1
｝
き

月
1
｛
華

日

性
別 1．男 2．女 業

者
所在地

要支援

状態区分
要支援1 ● 要支援2

認定有効
・’ｬ

｛
‡ 年

…
！ 月

…
｝ 日 から

期間 ・成 ‡
｝ 年 月 日 まで

連絡先 電話番号

介護予防
2．被保険者自己作成 3． 介護予防支援事業者作成 入所年月 日 ・・ｬ

…
圭 年 ！

…
月 … 日

サービス 事業所番号 ｛ ｝
｝

… …
1

i

！
…

｝
退所年月 日 ・ノｬ …

き
年 ｛

i
月 i 日

計画 事業所名称 短期入所 実日数 1

サービス内容 サービスコード 単位数
回数
﨎 サービス単位数

公費分

�箔
公費対象単位数 摘要

給
付

… 多 1 ｝
… 多

｛
… ｝ ｝ i　l

…
｛

費
！
監 ｝

｛

1 … 1 髭
｝

！
；

　Il　　l
i i

i明
細

E

I
i

1
…

五
‡

｝
i

［

ミ ｛ ヨ 1
i

l　l … i
…欄 … …

｝ 1
i

1
i

i
… ｛

　；1　｛

合計 ｛ i
！l　l 筆　1！　ヨ

緊急時

摯a名

①
②
③

緊急時治療

J始年月 日

①平成

A平成
B平成

｛
モ
i

年
年
年

き
1

月
月
月

睾
I
i

日
日
日緊

急
一 緊急時治療管理 （再掲） 単位 単位x

モ 日

時 ヲハビヲテーション 点 摘要
・
施
設

処置 点

療
特
定 手術 点

養
費 治 麻酔 点

療
放射線治療

占
’
｝
、
、

合計
占
」
●
、
、

往診日数
…
｛

医療
通院日数

1
…
｝

医療

傷病名
特
別 翻幡号 内容 単位数 回数 保険分単位数 公費回数 公費分単位数 摘要

、
療
養

1
1

1 1
｝

；
！ ； ！

｛

費 1 i
…

1 ｝
1

｛ ｝

合計
1 卜

t
i

区分 保険分 公費分 保険分特定治療・特別療養費 公費分特定治療・特別療斐費

1計画単位数
1

1
｝

請
限度額管理対象単位数 ｝

求 3限度額管理対象外単位数
！ ｝

1 ｝
額
集 4給付点数・ 単位数 ！ i

｝
｛ l

j

1
t

1 ｝
計 ⑤点数・単位数単価 ｝ 円／単位 10円／点・単位 10円／点・単位
欄

⑥給付率 ／100 ｝ ／100
｛

／100
1

／100

⑦請求額 （円）
…

…
1

… f
｛

i
…

…
｛

｛ ｛ … ！ 1
1用者負担額 （円） i

I
葦

｝
｛
寺 i … 1 1 5

！
1 ｛ ｝ ｝

介
サービス内容 サービスコード 費用単価（円） 負担限度額 日数 費用額（円） 保験分 公費日敏 公費分 利用看負担顕

護
予

1 … ｝ …｛ … 1｛
圭
｛ 1

聖

f ｛ 員 i1 1

防
1
一

… ｝
｝ ｝ 1 ｝ ｛ ｛ 1 …

1 1
1

1
ヨ

… i
雪

i　i iロ　ヨ
i
！

サ
1

合計
…

… ｛ ｝
＝ 目 1

ビ
ス 保険分 オ i

｝
…

i　i
戟@i 公費分 、費分本人負摂月額

費 諸求額（円） i
…

…
1
…
i

Il　l 請求額

枚中 枚目

様
式
第
四
の
二
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
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様式第九（附則第二条関係）

施設サービス等介護給付費明細書
　　　　（介護保健施設サービス）

公費負担者番号
1　　　　1　li　　　　　　　　　l

公費受給者番号
　　　　　　　i戟@i口I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

被保険者

ﾔ号
i　l　i　i昌

l　ll　　l

戟@l
（フ1ガナ）

＊ｼ

被
保
険
者

1．明治　2、大正　3．昭和

生年月日 ｝
年　1　月　　｛

！1　日
性
別 1．男　2．女

要介護

�ﾔ区分
要介護1・2・ 3・4・5

成 Ii　年 … 月 1
日 から認定有効

匇ﾔ 成 1　年 … 月 … 日 まで

入所、
　　　成年月日

年 月 日
過所

年月日
年 月

分
月

■
■
－
一
■
｛
垂
‘

年

1
｝
－
｛
■

号
番
者
険
保

成
平

ー
オ
■
■
　
一
i
．
｛
＝
■
■

一
〒

号
番
話
電

所
業
号
車
番

所
業
称
嘉
名

地
在
所

先
絡
連

請
求
事
業
者

日 入所実日数 外泊日数

様
式
第
九
を
次
の
よ
う
に
改
め
る

主傷病
退所後の　　1．居宅　3．医療機関入院

　状況　　　6．介護老人筏祉施設入所

4．死亡　5．その他

7．介護老人保健施設入所 8．介護療養型医療施設入院

日
目
口
日

｛
　
－

要
摘

・
■
i
一
議
－
i
一
・
■

！
…
｛
■

o
o
1
／

一
i
哩
一
■
f
i
f
一
一
1
…

…
圭
一
’
一
…

｛
｛
一
一
｛

　
－
皇
1
　
！
－
｛
　
　
　
」
一
、
■
｛
■
1
　
1
一
一

月
月
月

要
摘

『

一
－
｝
一
二
一
葺

1
｛

分
貴
公

｝
｝
；
｛
■
－
■
｝

｝
｛
一
章
1
｝
■
！
一
l
I

・
一
－
　
　
　
謬
＝
　
」
　
■
■
し
一

年
年
年

一
■
一
1
1
■
　
一
，
　
　
一
｛
＝
　
，
．
1
　
辱
1
1

一

｝
！
｝
｛
一
．
一
等

o
o
ハ

｛

一

分
類
費
求
公
請

一
！
■
差
　
＝
■
…
尋
　
＝
｛
成
成
成
平
平
平
①
②
③

　
名
療
関
医
機

1
　
！
　
1
亜

■
－
1
1
一
－
｛

分
陰
像

i
一
｝
ヒ
ー
｝
‡
t
…

！
…
妻
‡
｛
｝
｝
；

｝

ー

｝
｝
…
，
オ
ー

ー
｛
！
喉
｛
－
■
ー
－

数
回
費
公

＝
匙
き
　
　
，
一
■
ー

療
日
治
月
時
年
急
始
緊
開

数
日
院
通

o
o
1
／

剛
蝋
用
費

）
錨

…

数
数
回
日

■
　
監
　
■
　
t

■
　
喉
　
－
■
　
｛

｝
　
■
■
　
　
■
■

■
　
一
　
■
■
　
　
　
　
！
　
軍
■
監
1

分
費
公

ー
｝
曜
｛

オ

1…

数
日

1
｛

数
位
単

毒
｛
｛
i
薯
｛
『
　
1
1
i
－
1
■
ー

重
畢
！
｛
｝

数
回

｝

額
蹴
負

1
1
！
！
■
ー
‡
■

要
摘

計
合

位
単

点

点

点

点

点

点

数
位
単

ー
童
1
｝

分
険
保

ー
圭

o
o
1
／
i
ー

，
！
ミ 　

｛
｛
1
｛

剛
依
単
用
費

重
｝
－
1
…
ー
！
｛
望

ー
1
｛
｛
，

ー
｝

」
ー

｛
ー
■
重

計
合

計
合

①
②
③

　
名
療
関
医
機

容
内

－
　
¶
1
｝
｝
」
｛

容
内
ス
ビ
一
サ

療
治
線
射
放

計
合

！

分
区

）
個
顯
額
帽
餅

置
処

術
手

酔
麻

号
幡
翻

ー

率
付
給
③

）
儒
額
求
請
④

時
名
急
病
緊
傷

特
定
治
療

数
日
診
往

名
病
傷

給
付
費
明
細
欄

緊
急
時
施
設
療
養
費

特
別
療
養
費

請
求
額
集
計
欄

介
護
サ
ー
ビ
ス
費

枚中 枚目
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六　　　　　　五　　　　　　四　　　　　　三　　　　　　二　　　　　　　　一 る者　　0 2　第　　第

。に銀金 る　　に二＿一＿
失　　許主銀矢所許主銀失所許主銀失所許主銀失所許主銀失所許主銀許平 係行融 ここよ条様条施
効　　可た行効属可た行効属可た行効属可た行効属可た行効属可た行可成 る法庁 とのり　式　　行附
年銀　　る代年銀年る代年銀作る代年銀作る代年銀作る代年銀生る代番二 銀＿告 が省使こにこ期
月行　　営理月行月営理月行月営理月行月営理月行月営理月行月営理号十 行昭示 で令用の関の日則
目の目　　業日の目業業目の日業業目の目業業日の日業業目の日業業　　年 代和第 きのさ省す省）

商　　　者　　商　　所者　　商　　所者　　商　　所者　　商　　所者　　商　　所者九四 理五三 る施れ令る令
平号平又　　平号平又名平号平又名平号平又名平号平又名平号平又名州月 業十十 。行ての経は
成　　成は　　　　成は　　成　　成は　　成　　成は　　成　　成は　　成　　成は　　財三 の六四 のい施過　’
十株十事岡　　株十事田二株十事桑二株十事中二株十事高二株十事鹿務十 許年号 際る行措平
九式九務野允　　九務中十式九務原十式九務井十式九務橋十式八務児局員 可法 現書の置成
年会年所　　年　　年所　　年会年所　　年会年所　　年会年所　　年会年所島長
¥社十の政十辛十の清二社十の節二社十の房一社十の吉二社四の銀＿二ゆ月所登一ゆ　　所巳月ゆ月所子月ゆ月所枝月ゆ月所之月鹿月所行銀

が律
ｻ第の五

止
口

に類際）二
｠は現　　十
驕@’に　　年

月う一在　　月う一　　　二う一在　　二う一在　　十う一在　　三児一在京代 効十 旧こあ　　五
二ち日地　　七ち日　　　十ち目地　　十ち目地　　七ち目地　　十島目地市） 力九 様のる　　月
十よ　　　　目よ　　　　九よ　　　　一よ　　　　目よ　　　　九銀　　　来第 を号 式省こ　　一
四銀　　鳥　　　銀　　兵　　目銀　　栃　　日銀　　千　　　銀　　北　　目行　　鹿代三 失） に令の　　目
目行　　取　　　行　　庫　　　行　　木　　　行　　葉　　　行　　海　　　　　　児理十 つ第 よに省　　か

県　　　　　　県　　　　　　県　　　　　　県　　　　　　道　　　　　　島店号 た五 るよ令　　ら
鳥　　　　　神　　　　　　さ　　　　　匝　　　　　紋　　　　　県 の十 用るに　　施
取　　　　　崎　　　　、　く　　　　　瑳　　　　　　別　　　　　　目潰 で二 紙改よ　　行

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
様
式
」
と
い
う
。
）

こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
様
式
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
い
て
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す

示

第
五
十
二
条
の
五
十
七
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
銀
行
代
理
業

　
　
　
　
　
同
法
第
五
十
六
条
第
十
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
告
示
す

金
融
庁
長
官
　
佐
藤
　
隆
文

　
　
　
　
濱
村
　
俊
徳

鹿
児
島
県
目
置
市
東
市
来
町
長
里
十
三
番
地
一

北
海
道
紋
別
市
落
石
町
三
丁
目
二
番
地
の
七

千
葉
県
匝
瑳
市
飯
倉
台
二
十
一
番
地
一
　
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
履

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
じ
ヤ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
も
、
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
曳
．

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
克
～

　
　
　
　
　
　
　
　
、
、

栃
木
県
さ
く
ら
激
』
二
＋
七
番
地
五

　
　
　
　
＼

　
　
　
　
　
　
＼
、

　　

@　

_
＼
、

　
属

F
、

兵
庫
県
神
崎
郡
福
崎
町
高
岡
千
八
百
六
十
四
番
地

鳥
取
県
鳥
取
市
叶
一
丁
目
二
番
二
十
四
号

七
　
銀
行
代
理
業
者
名
　
上
野
喜
一
郎

　
　
主
た
る
営
業
所
又
は
事
務
所
の
所
在
地
　
鹿
児
島
県
霧
島
市
溝
辺
町
麓
八
百
二
十
二
番
地

　
　
許
可
年
月
日
　
平
成
十
九
年
十
月
一
日

　
　
所
属
銀
行
の
商
号
　
株
式
会
社
ゆ
う
ち
ょ
銀
行

　
　
失
効
年
月
日
　
平
成
二
十
年
一
月
八
目

八
　
銀
行
代
理
業
者
名
　
平
井
　
忠
勝

　
　
主
た
る
営
業
所
又
は
事
務
所
の
所
在
地
　
熊
本
県
菊
池
市
原
千
五
百
七
十
　
　
地

　
　
許
可
年
月
日
　
平
成
十
九
年
十
月
一
目

　
　
所
属
銀
行
の
商
号
　
株
式
会
社
ゆ
う
ち
ょ
銀
行

　
　
失
効
年
月
日
　
平
成
二
十
年
一
月
二
十
九
日

0
金
融
庁
告
示
第
一
一
一
十
五
号

　
信
用
金
庫
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
三
十
k
　
）
第
八
十
九
条
第
三
項
の
規
定
に
お
い
て
準
用
す
る
銀
行
法

　
（
昭
和
五
十
六
年
法
律
第
五
十
九
号
）
第
五
十
　
　
の
五
十
七
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
信
用
金
庫
代
理
業
者
に

係
る
信
用
金
庫
代
理
業
の
許
可
が
そ
の
効
　
　
失
っ
た
の
で
、
同
法
第
五
十
六
条
第
十
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
告
示
す

る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
＼

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
ヤ

　
　
平
成
二
十
年
四
月
三
十
日
　
．
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
金
融
庁
長
官
　
佐
藤
　
隆
文

　
許
可
番
号
　
北
海
道
財
・
　
長
（
信
金
代
）
第
二
号

　
信
用
金
庫
代
理
業
　
　
　
北
海
信
用
金
庫
福
井
代
理
店
　
大
西
　
　
等

　
主
た
る
営
業
　
　
は
事
務
所
の
所
在
地
　
北
海
道
札
幌
市
西
区
福
井
四
丁
目
三
番
五
号

織
墨
譜
鼎

、
轟
郵
魯
告
示
篁
号

　
労
働
金
庫
法
（
昭
和
二
十
八
年
法
律
第
二
百
二
十
七
号
）
第
九
十
四
条
第
三
項
の
規
定
に
お
い
て
準
用
す
る
銀
行
法

　
（
昭
和
五
十
六
年
法
律
第
五
十
九
号
）
第
五
十
二
条
の
五
十
七
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
労
働
金
庫
代
理
業
者
に

係
る
労
働
金
庫
代
理
業
の
許
可
が
そ
の
効
力
を
失
っ
た
の
で
、
同
法
第
五
十
六
条
第
十
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
告
示
す

る
。

　
　
平
成
二
十
年
四
月
三
十
目
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
金
融
庁
長
官
　
佐
藤
　
隆
文

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
厚
生
労
働
大
臣
　
舛
添
　
要
一

　
許
可
番
号
　
東
北
財
務
局
長
（
労
金
代
）
第
一
号

　
　
　
　
　
　
基
勤
第
〇
七
〇
三
〇
〇
一
号

　
労
働
金
庫
代
理
業
者
名
　
東
北
労
働
金
庫
虹
の
丘
代
理
店
　
赤
間
　
健
次

　
主
た
る
営
業
所
又
は
事
務
所
の
所
在
地
　
宮
城
県
仙
台
市
泉
区
虹
の
丘
四
丁
目
十
番
地
一

　
許
可
年
月
日
　
平
成
十
八
年
七
月
二
十
日

　
所
属
労
働
金
庫
の
商
号
　
東
北
労
働
金
庫

　
失
効
年
月
日
　
平
成
二
十
年
三
月
三
十
一
日

0
厚
生
労
働
省
告
示
第
二
百
九
十
六
号

　
食
品
衛
生
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
百
三
十
三
号
）
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
食
品
、
添
加
物
等

の
規
格
基
準
（
昭
和
三
十
四
年
厚
生
省
告
示
第
三
百
七
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
た
だ
し
、
て
ん
さ

い
、
だ
い
こ
ん
類
の
根
、
だ
い
こ
ん
類
の
葉
、
か
ぶ
類
の
根
、
か
ぶ
類
の
葉
、
西
洋
わ
さ
び
、
ク
レ
ソ
ン
、
は
く
さ
い
、

芽
キ
ャ
ベ
ツ
、
カ
リ
フ
ラ
ワ
ー
、
ブ
ロ
ッ
コ
リ
ー
、
ご
ぼ
う
、
サ
ル
シ
フ
ィ
ー
、
ア
ー
テ
ィ
チ
ョ
ー
ク
、
チ
コ
リ
、
エ

ン
ダ
イ
ブ
、
し
ゅ
ん
ぎ
く
、
レ
タ
ス
、
そ
の
他
の
き
く
科
野
菜
、
ね
ぎ
、
に
ら
、
ア
ス
パ
ラ
ガ
ス
、
わ
け
ぎ
、
そ
の
他

の
ゆ
り
科
野
菜
、
に
ん
じ
ん
、
パ
ー
ス
ニ
ッ
プ
、
パ
セ
リ
、
セ
ロ
リ
、
み
つ
ば
、
そ
の
他
の
せ
り
科
野
菜
、
ト
マ
ト
、

ピ
ー
マ
ン
、
な
す
、
そ
の
他
の
な
す
科
野
菜
、
き
ゅ
う
り
、
か
ぼ
ち
や
、
し
ろ
う
り
、
す
い
か
、
メ
ロ
ン
類
果
実
、
ま

く
わ
う
り
、
そ
の
他
の
う
り
科
野
菜
、
ほ
う
れ
ん
そ
う
、
た
け
の
こ
、
オ
ク
ラ
、
し
ょ
う
が
、
未
成
熟
え
ん
ど
う
、
未


